
　近年、事業の安定性確保やVC等から資金調達を
するために、スタートアップ企業が意匠出願をする
例が見られます。従前より、特許の出願については、
スタートアップ企業等を対象とした早期審査の制度
がありました。一方で、これまで意匠分野において
は、権利化に緊急性を要する実施関連出願、外国関
連出願及び震災復興支援関連出願のみが早期審査の
対象となっており、スタートアップ企業というだけ
では、早期審査の対象となりませんでした。
　これを改め、特許庁は、2025年 4 月から意匠分野
においても、スタートアップ企業による実施関連出
願を早期審査の対象とします。条件の詳細について
は下記のとおりです。特許庁HPにおいても、詳細
情報を公開しております。
　多くのスタートアップ企業の皆様に当制度をご活
用いただけますと幸いです。

意匠におけるスタートアップ向け早期審査の概要
～対象となる出願の要件～

「スタートアップによる出願」であって、「実施関連出願」
であること。

　「スタートアップによる出願」とは、出願人の全
部又は一部が次の①から③までのいずれかに該当す
るものです。
① その事業を開始した日以後10年を経過していない

個人事業主
② 常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービ

ス業に属する事業を主たる事業として営む者に
あっては 5 人）以下で設立後10年を経過しておら
ず、かつ、他の大企業に支配されていない法人

③ 資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下で設立後
10年を経過しておらず、かつ、他の大企業に支配
されていない法人

　「実施関連出願」とは、その出願の意匠を実施し
ているか又は実施の準備を相当程度進めているもの
です。

（注 1）�「意匠の実施」とは、意匠法第 2条第 2項に規定する日本
国内において意匠に係る物品を製造し、使用し、譲渡し、
貸し渡し、若しくは輸入し、又はその譲渡若しくは貸渡
しの申出（譲渡又は貸渡しのための展示を含む。）をする
行為等をいう。

（注 2）�「実施の準備を相当程度進めている」とは、上記の製造等
の実施のための具体的な計画に基づく準備作業が開始さ
れていることをいう。

　なお、建築物、内装の意匠の出願は、早期審査の
対象外となります。

特許庁からのお知らせ

特許庁ウェブサイト
「意匠早期審査・早期審理制度の概要」
https://www.jpo.go.jp/system/design/
shinsa/soki/isyou_soukisinri.html
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